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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　出口の開放を制御するバルブを有して第１成分を収容する第１容器と、
　開放可能な入口部分を有して第２成分を収容する第２容器と、
　前記第１成分を前記入口部分を経由して前記第１容器から前記第２容器へ移動可能にす
るために、前記第１容器及び第２容器を連結するための連結手段とを具備して成り、
　かつ、前記連結手段が盲端部において終端し、前記盲端部に略隣接する導管の側面に多
数の開口部を有し、前記導管の前記開口部が、前記第１成分及び第２成分の混合を促進す
るように渦流で前記第１成分を分配するような形状と大きさを有し、
　その結果、前記第１成分及び第２成分が前記第２容器内で混合されて最終製品を形成す
ることを特徴とする包装体。
【請求項２】
　前記第１成分及び第２容器が、各々加圧されたエアゾール容器であり、且つ前記第２容
器中の初期圧力が、前記第１容器中の初期圧力よりも小さいことを特徴とする請求項１に
記載の包装体。
【請求項３】
　前記開放可能な入口部分が、前記第２容器の底部に配設されることを特徴とする請求項
１または２に記載の包装体。
【請求項４】
　前記開放可能な入口部分がバルブ又は栓であることを特徴とする請求項１～３の何れか
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１項に記載の包装体。
【請求項５】
　前記第１容器が、前記第２容器の下に位置決めされ、且つそれに前記連結手段を介して
連結されることを特徴とする請求項１～４の何れか１項に記載の包装体。
【請求項６】
　前記導管が、前記第１容器のバルブと協働するように形成されることを特徴とする請求
項１～５の何れか１項に記載の包装体。
【請求項７】
　前記第１容器の前記バルブが方向性を有して付勢された圧力作動バルブであることを特
徴とする請求項１～６の何れか１項に記載の包装体。
【請求項８】
　前記連結手段が、下方に向けて突出して前記第１容器の頂部に係合する第１スリーブと
、上方に向けて突出して前記第２容器の底部に係合する第２スリーブとを具備して成るこ
とを特徴とする請求項１～７の何れか１項に記載の包装体。
【請求項９】
　前記第１スリーブ及び第２スリーブが、前記各容器と締まり嵌めを形成するような形状
と大きさを与えられることを特徴とする請求項８に記載の包装体。
【請求項１０】
　前記連結手段が、一個のユニットであることを特徴とする請求項１～９の何れか１項に
記載の包装体。
【請求項１１】
　前記連結手段が、互いに回転可能である少なくとも第１部分及び第２部分から成り、前
記第１部分が前記導管、前記第１及び第２スリーブから成り、そして前記第２部分が前記
第２容器の底部に取り付けられる第３スリーブから成り、前記第２スリーブ及び第３スリ
ーブが対応するねじ山を有して、前記導管が前記開放可能な入口部分を作動させていない
第１位置から前記導管が前記開放可能な入口部分を作動させる第２位置へ、前記第２スリ
ーブ及び第３スリーブを移動可能にさせることを特徴とする請求項８に記載の包装体。
【請求項１２】
　前記連結手段が、前記第１部分及び第２部分の逆転を阻止するためにラチェット機構を
備えることを特徴とする請求項１１に記載の包装体。
【請求項１３】
　前記第１部分及び第２部分の相対的な回転が、略１２０°にわたることを特徴とする請
求項１１または１２に記載の包装体。
【請求項１４】
　前記第２容器が、その内容物の分配を制御する頂部組込アクチュエータを有することを
特徴とする請求項１～１３の何れか１項に記載の包装体。
【請求項１５】
　前記第２成分が粉末であり、且つ前記第１成分がゲルであることを特徴とする請求項１
～１４の何れか１項に記載の包装体。
【請求項１６】
　前記第１容器の前記出口が、一方弁であることを特徴とする請求項１～１５の何れか１
項に記載の包装体。
【請求項１７】
　前記第２容器が、最終製品の賦形剤でもある推進剤を収容することを特徴とする請求項
１～１６の何れか１項に記載の包装体。
【請求項１８】
　前記連結手段が、プラスチツク材料から形成されることを特徴とする請求項１～１７の
何れか１項に記載の包装体。
【請求項１９】
　前記第１容器が、前記第１成分がピストンによって推進剤ガスから分離されるピストン
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型エアゾール容器、及び第１成分がバッグによって推進剤ガスから分離されるバッグ内蔵
缶型エアゾール容器から成るグループから選ばれることを特徴とする請求項１～１８の何
れか１項に記載の包装体。
【請求項２０】
　前記第２容器が、第１成分及び第２成分と反応しない推進剤ガスを収容することを特徴
とする請求項１～１９の何れか１項に記載の包装体。
【請求項２１】
　前記開口部が開かれると、前記導管が、前記第２容器への前記第１成分の導入を可能に
させるように前記第２容器の前記開口部と協働することを特徴とする請求項１～２０の何
れか１項に記載の包装体。
【請求項２２】
　前記第２容器が、前記第１成分を前記第２容器に導入させるために前記導管によって前
記第２容器中に移動される底部組込バルブを有することを特徴とする請求項１～２１の何
れか１項に記載の包装体。
【請求項２３】
　前記第１成分を前記第２容器へ移動させる手段が、適正な並置状態に前記第１容器及び
第２容器を保持する手段を具備して成ることを特徴とする請求項１～２２の何れか１項に
記載の包装体。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、その使用間際に製品を組み合わせ且つ分配するための包装体に関するものであ
る。前記包装体は、特に各製品の混合物を組み合わせ且つ分配するのに有用である。
【０００２】
【従来の技術】
各製品の包装は製造業者及び消費者にとって重要な考慮すべき事柄である。前記包装の特
別な形態を選択するのに考慮を要する諸要因は、その貯蔵寿命を通して前記製品を収容す
る前記包装の適合性と、それによって前記製品が分配される容易さを有していた。
【０００３】
多くの家庭用製品は、加圧されたエアゾール容器中に包装される。前記エアゾール容器に
は三つの主要な型式、即ち、標準型、ピストン型及びバッグ内蔵缶型 ( bag-in-can type
 )がある。前記標準型エアゾール容器はアルミニウム又はスズ板から形成され且つ製品と
加圧された推進剤 (propellant) との混合物を収容する。前記ピストン型エアゾール容器
は、通常ポリプロピレンであるピストンによって前記推進剤から分離される製品を有する
アルミニウム缶である。前記バッグ内蔵缶型エアゾール容器は、缶又はバルブに取り付け
られたバッグ内に収容される製品を有するアルミニウム又はスズ板から形成され、前記推
進剤は、前記容器と前記バッグとの間の空間に収容されていた。
前記バッグ内蔵缶型エアゾール容器の一種である二缶型は、活性成分を前記推進剤ガスか
ら分離可能にしている。前記二缶型は、通常スズ板から形成され且つ同一缶内でピストン
によって分離された二つの区画室から成る。前記缶の基部はニコルソンバルブ用の孔を有
する。このバルブは底部区画室が前記推進剤ガスで満たされることを可能にした。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上述した従来のエアゾール容器は、その選択が製品及び使用される前記推
進剤ガスの性質に依存して強く影響を受け、更に殺菌（必要ならば）、コスト及び製品廃
棄の許容量（即ち、完全な展開後の容器内に残存する製品の量）等の他の要因もその選択
に影響を与えていた。
【０００５】
更に、使用されるバルブ及びアクチュエータのような前記エアゾール装置全体の他の部分
も、又、製品の性質及びエアゾール容器の型式に関する適合性で選択される。前記容器を
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充填する方法も又、同様に影響を受けた。又、従来のエアゾール容器は、例えば、接着剤
と硬化剤、ガラス繊維樹脂と触媒、エポキシ塗料、毛髪染料及びセメント／コンクリート
のような使用直前に二種以上の成分から製造されねばならない多くの材料に対して、エア
ゾール容器内で安定であり且つそのため適正な貯蔵寿命を有する製品に対してのみその使
用が制限されていた。
【０００６】
本発明は、前述した従来技術の問題点を解消し、容器の選択が製品及び使用される推進剤
ガスの性質に依存することなく自由に為され、所望する各成分の各容器間の移動と分配を
円滑に行うことが可能な包装体を提供することを目的とするものである。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　本発明のかかる目的は、下記によって達成される。
（１）出口の開放を制御するバルブを有して第１成分を収容する第１容器と、
　開放可能な入口部分を有して第２成分を収容する第２容器と、
　前記第１成分を前記入口部分を経由して前記第１容器から前記第２容器へ移動可能にす
るために、前記第１容器及び第２容器を連結するための連結手段とを具備して成り、
　かつ、前記連結手段が盲端部において終端し、前記盲端部に略隣接する導管の側面に多
数の開口部を有し、前記導管の前記開口部が、前記第１成分及び第２成分の混合を促進す
るように渦流で前記第１成分を分配するような形状と大きさを有し、
　その結果、前記第１成分及び第２成分が前記第２容器内で混合されて最終製品を形成す
ることを特徴とする包装体。
（２）前記第１成分及び第２容器が、各々加圧されたエアゾール容器であり、且つ前記第
２容器中の初期圧力が、前記第１容器中の初期圧力よりも小さいことを特徴とする（１）
に記載の包装体。
（３）前記開放可能な入口部分が、前記第２容器の底部に配設されることを特徴とする（
１）または（２）に記載の包装体。
（４）前記開放可能な入口部分がバルブ又は栓であることを特徴とする（１）～（３）の
何れか１項に記載の包装体。
（５）前記第１容器が、前記第２容器の下に位置決めされ、且つそれに前記連結手段を介
して連結されることを特徴とする（１）～（４）の何れか１項に記載の包装体。
（６）前記導管が、前記第１容器のバルブと協働するように形成されることを特徴とする
（１）～（５）の何れか１項に記載の包装体。
（７）前記第１容器の前記バルブが方向性を有して付勢された圧力作動バルブであること
を特徴とする（１）～（６）の何れか１項に記載の包装体。
（８）前記連結手段が、下方に向けて突出して前記第１容器の頂部に係合する第１スリー
ブと、上方に向けて突出して前記第２容器の底部に係合する第２スリーブとを具備して成
ることを特徴とする（１）～（７）の何れか１項に記載の包装体。
（９）前記第１スリーブ及び第２スリーブが、前記各容器と締まり嵌めを形成するような
形状と大きさを与えられることを特徴とする（８）に記載の包装体。
（１０）前記連結手段が、一個のユニットであることを特徴とする（１）～（９）の何れ
か１項に記載の包装体。
（１１）前記連結手段が、互いに回転可能である少なくとも第１部分及び第２部分から成
り、前記第１部分が前記導管、前記第１及び第２スリーブから成り、そして前記第２部分
が前記第２容器の底部に取り付けられる第３スリーブから成り、前記第２スリーブ及び第
３スリーブが対応するねじ山を有して、前記導管が前記開放可能な入口部分を作動させて
いない第１位置から前記導管が前記開放可能な入口部分を作動させる第２位置へ、前記第
２スリーブ及び第３スリーブを移動可能にさせることを特徴とする（８）に記載の包装体
。
（１２）前記連結手段が、前記第１部分及び第２部分の逆転を阻止するためにラチェット
機構を備えることを特徴とする（１１）に記載の包装体。
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（１３）前記第１部分及び第２部分の相対的な回転が、略１２０°にわたることを特徴と
する（１１）または（１２）に記載の包装体。
（１４）前記第２容器が、その内容物の分配を制御する頂部組込アクチュエータを有する
ことを特徴とする（１）～（１３）の何れか１項に記載の包装体。
（１５）前記第２成分が粉末であり、且つ前記第１成分がゲルであることを特徴とする（
１）～（１４）の何れか１項に記載の包装体。
（１６）前記第１容器の前記出口が、一方弁であることを特徴とする（１）～（１５）の
何れか１項に記載の包装体。
（１７）前記第２容器が、最終製品の賦形剤でもある推進剤を収容することを特徴とする
（１）～（１６）の何れか１項に記載の包装体。
（１８）前記連結手段が、プラスチツク材料から形成されることを特徴とする（１）～（
１７）の何れか１項に記載の包装体。
（１９）前記第１容器が、前記第１成分がピストンによって推進剤ガスから分離されるピ
ストン型エアゾール容器、及び第１成分がバッグによって推進剤ガスから分離されるバッ
グ内蔵缶型エアゾール容器から成るグループから選ばれることを特徴とする（１）～（１
８）の何れか１項に記載の包装体。
（２０）前記第２容器が、第１成分及び第２成分と反応しない推進剤ガスを収容すること
を特徴とする（１）～（１９）の何れか１項に記載の包装体。
（２１）前記開口部が開かれると、前記導管が、前記第２容器への前記第１成分の導入を
可能にさせるように前記第２容器の前記開口部と協働することを特徴とする（１）～（２
０）の何れか１項に記載の包装体。
（２２）前記第２容器が、前記第１成分を前記第２容器に導入させるために前記導管によ
って前記第２容器中に移動される底部組込バルブを有することを特徴とする（１）～（２
１）の何れか１項に記載の包装体。
（２３）前記第１成分を前記第２容器へ移動させる手段が、適正な並置状態に前記第１容
器及び第２容器を保持する手段を具備して成ることを特徴とする（１）～（２２）の何れ
か１項に記載の包装体。
【００３４】
【作用】
本発明の包装体は、第１成分を収容する第１容器と第２成分を収容する第２容器とを有し
て成るので、前記第１成分及び前記第２容器は、前記包装体の展開で前記第１成分が前記
第１容器から前記第２容器へ移動され、且つ前記第１成分及び前記第２成分の混合物が続
いて前記包装体から分配されるような連結に適合させられる。
【００３５】
特に、本発明に基づく包装体は、出口の開放を制御するバルブを有して第１成分を収容す
る第１容器と、開放可能な入口部分を有して第２成分を収容する第２容器と、前記第１成
分を前記入口部分を経由して前記第１容器から前記第２容器へ移動可能にするために、前
記第１容器及び第２容器を連結するための手段とを具備して成るので、前記第１成分及び
第２成分が前記第２容器内で混合されて最終製品を形成する。特に、前記第１容器から前
記第２容器への前記第１成分の通過が前記第１成分を前記第２成分と十分に混合させる。
【００３６】
前記連結手段は前記第１成分を前記第２成分へ移動させる導管から成ることが好ましい。
更に、前記各容器は加圧されたエアゾール容器であり、且つ前記第２容器中の初期圧力は
前記第１容器中の初期圧力よりも小さくすることが好ましい。
【００３７】
本発明の一実施態様において、前記第１容器はピストン型エアゾール容器である。前記第
１成分は前記第１容器中に収容され、該第１容器は頂部バルブを取り付けられる。更に、
前記第１容器は、例えば、オートクレーブによって殺菌される。次に、前記第１容器は、
その底部の開口を通して前記ピストンの下に推進剤を導入することにより加圧される。
好ましい推進剤は窒素ガスであるが、前記推進剤と前記第１成分が前記ピストンによって
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分離されているために両者間の接触がないので、広範な種類の推進剤が使用される。前記
加圧された第１容器は次いでゴム栓又は他の適宜な手段によって密封される。代わって、
前記第１容器はバッグ内蔵缶型エアゾール容器にすることも可能であり、前記第１成分は
前記バッグによって前記推進剤から分離される。
【００３８】
本発明の一実施態様において、前記第２容器は、その底部に配設される開放可能な入口部
分としてのニコルソンバルブ、栓又は他の密封部材を有することにより好都合に適合され
る既知のタイプのエアゾール容器である。他の密封部材又は入口部分は、例えば突き刺し
開放される薄い部分又は薄膜である。
従って、前記第２容器は、その頂部を経て適当量の前記第２成分によって充填された後、
標準バルブを使用して閉じられる。前記第２容器は、適正な推進剤（望ましくは、前記第
１成分及び前記第２成分と反応しない不活性推進剤）を導入することにより加圧される。
代わって、前記第２容器は前記第１成分の移動によって十分に加圧されるようにもなる。
【００３９】
前記連結手段は、又、適宜な並置状態で前記第１容器及び前記第２容器を保持するための
手段を任意に備えている。前記導管は、好ましくはプラスチツク材料から成るチューブで
ある。
本発明の好ましい実施態様において、前記第１容器は前記第２容器の下に位置決めされ、
且つそれに連結手段を介して連結される。又、前記第１容器は、エアゾール容器で通常設
けられるような標準の方向的に付勢された圧力作動弁であることが好ましい。
【００４０】
前記導管は、入口が開放されると、該導管が前記第２容器への前記第１成分の流入を引き
起こさせるように前記第２容器の開放可能な入口部分と任意に協働する。任意に、前記導
管は前記第１容器の前記バルブと協働し、且つ好ましくはそれを開放するように形成され
る。例えば、前記導管はバヨネット形状の端部から成る。
好ましくは、前記第２容器は、前記連結手段によって前記第２容器中に除去又は移動され
る前記底部組込ニコルソンバルブ又は前記栓を有し、前記第２容器への前記第１成分の流
入を可能にする。従って、本発明の一実施態様において、前記導管は前記第２容器の底面
に配設された前記ニコルソンバルブと協働し、且つ連結で内方に向けて前記バルブを移動
させる。
【００４１】
本発明の好ましい実施態様において、前記連結手段は、前記第２容器内での前記第１成分
及び前記第２成分の混合を容易にするような形状と大きさが与えられる。前記第１成分の
適正な分散を助けるために、前記導管は前記盲端部において終端し、且つ前記盲端部に略
隣接して前記導管の側面に多数の開口部（通常二個～四個）を有する。一例として、前記
導管開口部は前記第１成分及び前記第２成分の良好な混合を促進するように渦流で前記第
１成分を分配するような形状と大きさが与えられる。
【００４２】
本発明の一実施態様において、前記連結手段は前記第１容器の頂部に係合するために下方
に向けて突出する第１スリーブと、前記第２容器の底部に係合するために上方に向けて突
出する第２スリーブから成る。従って、前記第１容器は前記連結手段を介して前記第２容
器に対して正しく位置決めされる。前記スリーブはプラスチツク材料から構成される。
前記導管は前記スリーブの開口内に支持される。望ましくは、前記スリーブは前記第１容
器及び前記第２容器との締まり嵌めを形成する。例えば、前記スリーブの内面は周部に延
びる隆起部群から成る。使用時に、前記第１容器はこれらの隆起部群の一個以上を通って
押されて所定位置に固定され、そして前記導管を介して前記第２容器への前記第１成分の
移動をもたらす。
【００４３】
好ましく、前記第２容器への前記第１成分の移動を行う手段は、適正な並置状態で前記第
１容器及び前記第２容器を保持する手段を具備する。前記スリーブは、貯蔵及び分配中に
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前記第２容器の下に前記第１容器を保持するために使用される。前記スリーブは更に、前
記第１容器の内容物が第２容器に移動されるように前記各容器を一緒に保持する役目を負
っている。前記スリーブは、タンパー装置（tamper device）を任意に具備するか又はそ
れに取り付けられる。
【００４４】
前記連結手段は一部材ユニットとしてプラスチツク材料から成形される。代わって、且つ
望ましくは、前記スリーブは相対的に回転可能な前記第１部分及び前記第２部分から形成
される。前記第１部分は前記導管及び前記第１及び第２スリーブから成る。前記第２部分
は前記第２容器の底部に固定されるか又はその一部分である第３スリーブから成る。
前記第２及び第３スリーブは対応するねじ山を有し、該ねじ山は、前記第１成分の移動が
要求されると、前記導管が前記開放可能な入口部分を作動させない前記第１位置から前記
導管が前記開放可能な入口部分を作動させる前記第２位置まで前記第２及び第３スリーブ
を移動させることを可能にする。
【００４５】
従って、前記各スリーブ部分は互いに単に螺合されるだけで前記第１成分の移動を開始す
る。前記各スリーブ部分の逆転を阻止するためのラチェット機構があることが望ましい。
本発明の一実施態様において、前記各スリーブ部分の相対的な回転は略１２０°にわたっ
ている。
好ましくは、前記各容器は、例えばオートクレーブ技術によつて又は照射によって殺菌さ
れる。好ましくは、前記第２容器は、該容器の底部の開口部を通して前記第２成分によっ
て充填された後、例えばゴム栓又はニコルソンバルブにより密封される。この密封部材又
はバルブは、次の活性化で前記連結手段によって前記第２容器内に押し込まれる。
【００４６】
好ましくは、前記第２容器は更に、その内容物の分配を制御する頂部組込アクチュエータ
を有する。前記各容器は更に、通常の方法でその中に収容された前記各成分を分配するた
めに任意に適合される。
本発明の好ましい実施態様において、前記第１成分はゲル、好ましくは、発泡可能なゲル
であり、前記第２成分は粉末である。
【００４７】
本発明の好ましい実施態様において、本発明の包装体は、ギルテック社 (Giltech Limite
d )の国際特許出願 ＷＯ－Ａ－９６／１７５９５号に記載された材料を排出するように設
計され、そこで前述した粉末成分が第２成分であり、且つ第２容器内に収容されていて、
そして前述したゲル成分が第１成分であり、且つ第１容器内に収容されている。
本発明の好ましい実施態様において、前記連結手段は二つのエアゾール缶を連結するため
に使用され、これらの缶は、ギルテック社 (Giltech Limited )の国際特許出願 ＷＯ－Ａ
－９６／１７５９５号に記載されているようなアルギン酸塩フォーム内に保持される銀イ
オン解離水溶性ガラスの製造に要する各成分を収容する。
【００４８】
この実施態様において、前記第１容器はピストン型エアゾール缶であり、それは約８．９
５ kPa (１３０ psi ) に加圧される発泡可能なゲル（例えば、アルギン酸塩）を収容す
る。前記第２容器は前記フォームの粉末成分（例えば、水溶性ガラス粉末）を収容し、且
つ例えば液化石油ガス（例えば、ＣＦＣ，ＨＣ，ＨＦＣ等の推進剤）により約３．４４ k
Pa (５０ psi )に加圧される。しかしながら、前記第１容器は更に、前記第１成分が前記
バッグによって前記推進剤から分離される前記バッグ内蔵缶型エアゾール容器であっても
良い。
前記フォームが排出される前に前記第１成分及び前記第２成分の適正な混合を保証するた
めに前記第１成分の移動後、装置全体が振り動かされる。一旦排出が完了すると、前記装
置は処分される。
【００４９】
本書に記載された包装体は差圧に基づいている。前記各容器が連結されると、前記第２容
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器中の圧力が前記第１容器中の圧力よりも小さいならば、連結で前記第１容器の内容物は
所望されるように前記第２容器に流入する。平衡状態において、前記第２容器中の圧力が
前記第１容器中の圧力と同等ならば、材料の更なる移動は行われない。前記第２容器中の
圧力が前記第１容器中の圧力よりも大きいならば、前記第２容器の内容物は前記第１容器
に逆流する。しかしながら、この逆流は前記第１容器の頂部における１方向弁の使用によ
り阻止される。
【００５０】
　前記第２容器のために選択される前記推進剤は、通常、前記第２容器と前記第１容器の
内容物を混合することによって発生される最終製品の賦形剤である。前記賦形剤は最終製
品を処理するための媒介物として便宜的に使用される物質である。それは前記第１成分と
前記第２成分に反応しないガスであることが好ましい。しかしながら、バリヤ型缶が前記
第１容器として使用される場合、前記第１容器に使用される前記推進剤は前記第２容器に
導入されない。従って、前記推進剤は最終製品に影響を及ぼさない。
【００５１】
液化ガスが前記第２容器中の前記推進剤として使用される場合、このガスの蒸気圧は所望
する圧力が達成されるまで種々の蒸気圧で前記液化ガスの量を混合することによって確定
される。前記蒸気圧は閉止された装置がその圧力で平衡状態にある圧力である。
【００５２】
このことは以下に詳述される。即ち、液体ガスの既知の量が所与の温度Ｔで真空中に導入
される場合、前記液化されたガスは沸騰し、且つ容器中の利用可能な空間の全てを占有す
るように蒸発する。前記容器内の圧力は前記ガスが膨張すると上昇する。平衡状態におけ
る残りの液化されたガスは蒸発するに足るエネルギを有せず、且つガス相の圧力は前記ガ
スの凝縮をもたらすに足る程高くない。この平衡点は前記バルブ又は入口部分における安
定した圧力表示として測定される。前記容器の容量の減少は前記液化ガスの容量の増加を
招き、且つその逆に至るが、前記圧力は所与の温度で一定に維持される。
【００５３】
前記液化ガス推進剤は製品の排出中一定の圧力を与える。更に、前記液化ガス推進剤は、
全ての液相推進剤が排出されるまでその圧力が減少しないので、圧縮ガス以上により濃密
な製品を一層容易に分配することができる。
加圧されたガス（空気、窒素等）が前記第２容器に使用される場合、その圧力充填は、製
品が前記第１容器から導入されるとき圧力増加を許容するために前記第１容器よりも低く
しなければならない。移動中の前記圧力が平衡しているならば、製品の流れは停止する。
製品が分配されると、前記第２容器中の前記圧力は減少され、且つ分散が遅くなる。
【００５４】
前記第１容器及び前記第２容器がバリヤ型装置を持たない標準のエアゾール缶である場合
、平衡状態が前記各容器内で達成されるまで前記第１容器からの製品及び推進剤は第２容
器に流入する。
本発明の原理は、一方の容器と他方の容器との間に適正な差圧がある限り、実質的に多数
の容器から内容物を混合するために使用される。
【００５５】
従って、本発明の前記連結手段は、上述した一方のエアゾール容器において二つ以上の別
個のエアゾール容器の内容物を混合するための手段を提供する。特にエアゾール分配器が
単一のエアゾール容器に貯蔵される点で余りにも不安定である各成分の混合物を分配する
ことを求められる場合、これは有用である。
【００５６】
本発明の包装体は前記連結手段と共に連続して連結される二個以上の容器から成る。各容
器は、二個の容器を一緒に連結する連結手段の作動に続いて、混合物を形成するために他
方の容器中にその内容物を導入するように適正に加圧されることが好ましい。従って、最
初の容器の内容物は間近の容器に移動され、そのように形成された混合物は続いて次の容
器に移動される。この過程は最終容器がその後の分配される全部の混合物を収容するまで
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繰り返される。
【００５７】
【発明の実施の形態】
本発明の包装体の一実施態様について、添付した図面に基づき以下に詳述する。図１～図
４は本発明の連結手段２を示し、それは好ましくはプラスチツク材料の単一部材から形成
される。前記連結手段２は、その底端縁部に内方に向けて突出し且つ略水平な棚部８を有
する円筒状に形成された主スリーブ６から成る。前記棚部８の内方端縁部は、前記主スリ
ーブ６よりも小さな内径を有するスリーブ２２を形成するために下方に向けて突出する。
前記主スリーブ６の内径は、本発明の第２容器と締まり嵌めを形成するように選定される
。図示したように二個の円周方向に延伸する各隆起部１０，１２が、前記連結手段２と第
２容器（図示せず）との間の良好な把持を助長するように前記主スリーブ６の内面に配設
される。
【００５８】
前記小径スリーブ２２の内径は、本発明の第１容器の頂部と締まり嵌めを形成するように
選定され、それは市場で入手可能なエアゾール缶の通常寸法の頸部カラーであっても良い
。図１～図４は、その略中心に前記主スリーブ６を通って延伸する導管１４を示す。前記
導管１４は、その下方端において前記棚部８の内方端縁部から該導管１４に延びる各突起
部１６，１８，２０によって支持される。
この実施態様には三個の突起部のみが示されるが、更に多くの突起部も存在して良い。前
記突起部は好ましくは互いに等間隔に配設される。図３に明示されているように、前記導
管１４の開口は肩部１５で狭くなり、前記導管１４の上方の狭い部分は盲端部１３で終端
する。小さな開口部１５ａ，１５ｂ，１５ｃが前記導管１４の前記肩部１５の周りに等間
隔に配設される。前記各開口部１５ａ，１５ｂ，１５ｃは図５～図７に明示されている。
【００５９】
図５～図７、及び図８～図９は、前記連結手段２が第１容器２４及び第２容器２８を連結
するためにどのように使用されるかを示す。図５に示されるように、前記連結手段２は前
記第１容器２４上に押し付けられ、前記小径スリーブ２２の内面は、前記第１容器２４上
の頸部カラー２６の外径と締まり嵌めを形成する。前記導管１４の下方部分の内径は、前
記第１容器２４の標準バルブ２７と締まり嵌めを形成するように選定される。図５は、前
記連結手段２と連結するために矢印の方向に移動して前記連結手段２に整列される第２容
器２８を示す。
【００６０】
図６に示されるように、前記第２容器２８は、次に前記主スリーブ６の上方部分内に配置
され、そして包装体１はこの位置に貯蔵及び又は移動される。この位置において、前記第
２容器２８の底部は、前記隆起部１０及び前記導管１４の盲端部１３が直接下に配置され
且つ前記第２容器２８の底部を密封するニコルソンバルブ３０に当接するまで押し付けら
れる。
前記第２容器２８の底部が前記主スリーブ６の前記隆起部１０に当接し且つ前記導管１４
の頂部が前記密封部又はニコルソンバルブ３０に当接するまで、下向きの圧力が与えられ
る。これが前記包装体１の貯蔵及び又は分配モードである。
【００６１】
本発明の包装体１を作動し且つ前記第１容器２４から前記第２容器２８への前記第１成分
の移動を開始するために、前記第２容器２８は、図７に示される位置に前記連結手段２に
対して移動される。図７に示されるように、前記導管１４は前記第２容器２８の内部に部
分的に挿通され、前記密封部又はニコルソンバルブ３０は内方に向けて押され且つ、図示
されるように、前記導管１４の前記盲端部１３上に保持される。前記第１容器２４の前記
標準バルブ２７は、前記第２容器２８を、従って前記バルブ２７を前記肩部１５まで前記
導管１４内に押すことによって作動される。
【００６２】
前記導管１４の前記肩部１５が前記バルブ２７を作動させて、前記第１容器２４内の圧力
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が解放され、その中の前記推進剤は膨張して前記第１成分の前記導管１４に沿いながら前
記各開口部１５ａ，１５ｂ，１５ｃを通って前記第２容器２８の内部への移動を起こさせ
る。望ましくは、前記各開口部１５ａ，１５ｂ，１５ｃは、前記第１成分及び前記第２成
分の混合をもたらす渦流運動（例えば、ボルテックス特性を有する）で前記第２容器の内
部に前記第１成分が導入されるように形状と大きさを与えられ且つ間隔が置かれている。
【００６３】
図８は、前記第１容器２４上に位置決めされ且つ矢印の方向に移動する前記第２容器２８
の受容に備えている前記連結手段２を示す。図９は、前記連結手段２によって垂直並置状
態に保持された前記第１容器２４及び前記第２容器２８を示す。下方運動で前記第２容器
２８を移動させることは、前記第１容器２４上の上方バルブ２７（図１０及び図１１）の
作動及び前記第２容器２８への前記第１成分の移動をもたらす。
前記第２容器２８の頂部でのバルブ３４の作動は、次に前記第１成分及び前記第２成分の
混合物の分配を可能にする。本発明の包装体１が、貯蔵期間中、通常相容れない成分の分
配を特に助けるように設計されるので、前記包装体１の完全な展開は通常、前記第２容器
への第１成分の移動直後に生じる。
【００６４】
図１０及び図１１は、断面図において、前記第２成分との混合物２９を形成するために前
記第１容器２４からの前記第２容器２８への前記第１成分２５の移動を示す。示されるよ
うに、前記第１容器２４は、窒素ガス及び液体加圧物質のような推進剤３２からピストン
４によって分離された例えば発泡可能なゲルのような前記第１成分２５を当初収容する。
前記第１容器２４と前記第２容器２８との相対運動によって起こされる前記第１容器２４
の頂部に配設された前記バルブ２７の作動で、前記第１容器２４の圧力は解放されて前記
推進剤３２が膨張し、前記ピストン４を上方に向けて駆動し、前記第１成分２５を前記バ
ルブ２７と前記導管１４を通り、前記各開口部１５ａ，１５ｂ，１５ｃを経て前記第２容
器２８内に押し込む。
【００６５】
図１０及び図１１に示された実施態様において、前記第２容器２８は、例えば粉末活性成
分のような前記第２成分２９とガス及び液体加圧物質のような前記推進剤３３を当初収容
する。前記推進剤３３はガス形態の多量の推進剤から成るが、前記第１成分２５の導入で
前記ガス状の推進剤の少なくとも一部分は液体に変換される。図１１において、前記第１
成分２５及び前記第２成分２９は親密な混合物３１を形成する。前記混合物３１は、前記
第２容器２８の上方端に置かれた前記バルブ３４の作動により前記包装体１から排出され
る。
【００６６】
図１２～図２７を参照すると、前記連結手段が二部分の連結体１０１である本発明の第２
の好ましい実施態様が示される。図１２の分解図に示されるように、前記連結体１０１は
、標準バルブ３００を備えた第１容器１０２に動かないような取り付けに設計される第１
部分１００と、第２容器２０２に動かないような取り付けに設計される第２部分２００と
を有する。
【００６７】
図１４～図１８は、前記連結体１０１における前記第１部分１００の細部を示す。より詳
しくは、図１３～図１８は、前記第１部分１００がその底端縁部に内方に突出し且つ略水
平な棚部１０８を有する円筒状に形成されたスリーブ１０６から成ることを示す。前記ス
リーブ１０６の内径は、本発明の連結体１０１の第２部分２００と協働するように選択さ
れる。
【００６８】
前記棚部１０８は、前記スリーブ１０６の内壁に配設される各突出部１１０，１１２の下
に各々設けられる各開口部１２６，１２８によって貫通される。好ましくは、各受け台１
２４が前記棚部１０８の上面に設けられ、前記棚部１０８から上方に且つ前記スリーブ１
０６の内壁から内方に突出させる。前記各受け台１２４は、前記第２部分２００が前記ス
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リーブ１０６に導入される場合、前記第２部分２００の挿入の範囲を制限する。
勿論、図示された実施態様は前記棚部１０８の周りに等距離に配設される六個の受け台１
２４を具備しているが、必要に応じてより少ない又はより多い数の受け台１２４が存在し
得る。好ましくは、前記各受け台１２４は互いに等間隔に配設される。
【００６９】
図１３～図１７に示されるように、前記各突出部１１０，１１２が前記スリーブ１０６の
内面上に配設され且つこれらは以下に詳述する前記連結体１０１の前記二部分１００，２
００の間の固定手段の一部分を形成する。図１７ｃは前記突出部１１２の好ましい形状を
詳細に示す。
対応する形状は他方の突出部１１０に対して使用される。等距離に間隔を置いた各リブか
ら形成される縦溝付きバンド１０３が前記スリーブ１０６の外面の周りに設けられ、使用
者にとって好都合な把持表面を提供する。
【００７０】
図１６に明示したように、前記棚部１０８の内方端縁部は、下方に向けて突出して前記ス
リーブ１０６の内径よりも小さな内径を有するスリーブ１２２を形成する。前記スリーブ
１２２の内径は、市場で通常入手可能なエアゾール缶の通常サイズの頸部カラーであって
も良い前記第１容器１０２の頂部と締まり嵌めを形成するように選定される。図１７に明
示したように、スナップビーズ１２０が、前記スリーブ１２２の底端縁部に設けられて、
前記第１容器１０２の前記頸部カラーとの改善された嵌合を提供する。
【００７１】
前記スリーブ１２２の上方部分に図１５、図１６及び図１８に明示したように、多数の小
さな隆起部１１９が前記スリーブ１２２の開口に下方に向けて突出して配設され且つ好ま
しくは互いに等間隔に置かれている。前記各小さな隆起部１１９は、前記第１容器１０２
の頂部に対する補強部材及びスペーサ受け台として作用する。
図１３～図１８は、前記スリーブ１０６に沿って部分的に延び且つその略中央に配設され
る導管１１４を示す。前記導管１１４は、その下方端において前記棚部１０８の内方端縁
部から前記導管１１４まで延びる六個の好ましくは全く同じ突起部１１６によって支持さ
れる。勿論、必要に応じてより多くの又はより少ない数の突起部１１６が存在可能である
。好ましくは、前記各突起部１１６は互に等間隔に配設される。
【００７２】
前記導管１１４の内径は、市場で通常入手可能なエアゾール缶分配チューブとして形状と
大きさを与えられる前記第１容器１０２の分配チューブと締まり嵌めを形成するように選
定される。代わって、前記導管１１４の下方端は、所望する締まり嵌めを形成することが
できるアダプタに終端可能である。各長手方向の補強リブ１１８（図１８）は前記導管１
１４の内壁に存在し且つ前記導管１１４の内部の長さに略沿って延長される。三個の等間
隔に置かれたリブ１１８が好ましい。
【００７３】
図１６及び図１８に明示されたように、前記導管１１４の壁の厚さは、前記開口部の直径
を維持しながらその外径を減少させている肩部１１５で狭くする。前記導管１１４の上方
部分は、前記導管１１４よりも小さな断面積から成る盲端部１１３で終端する。各小さい
開口部１１７が前記導管１１４に配設され且つ前記導管１１４の周りに等間隔に配設され
る。
前記各開口部１１７は前記肩部１１５と前記盲端部１１３との間に配置され、そして前記
導管１１４のこの部分において更に狭く、前記盲端部１１３に内方に向けて傾斜する。図
１５に明示したように、図示した実施態様は三個の開口部１１７を有するが、これは勿論
、必要に応じて変更できる。
【００７４】
図１９～図２４は、前記連結体１０１の前記第２部分２００の細部を示すものである。前
記連結体１０１の前記第２部分２００は、締まり嵌め配置において前記第２容器２０２の
底部上に配置されるように形状及び大きさを与えられる。　前記第２容器２０２は、その
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底面上で例えば、ゴム栓又はニコルソンバルブのような栓２９０（図２５～図２７参照）
によって密封される。
【００７５】
図１９に示されるように、前記第２部分２００は、その開口部内に内方に向けて突出し且
つ弓形の幾つかのリブ２０８をその内方底縁部に有する円筒状スリーブ２０６から成る。
前記スリーブ２０６の内径は、前記第２容器２０２の底部と締まり嵌めを形成するように
選定される。前記連結体１０１の前記第２部分は、締まり嵌め形式で前記第２容器の底部
を受容するように形状と大きさを与えられる。前記各リブ２０８は、付加的な取付手段と
して作用し且つスナップビード形式で前記第２容器２０２の底端縁部と協働する。
【００７６】
前記スリーブ２０６の外径は、前記連結体１０１における前記第１部分１００の前記スリ
ーブ１０６の内径よりも概ね小さいように選定される。しかしながら、前記スリーブ２０
６の底部の外径は、前記スリーブ１０６の内径よりも概ね大きい（前記固定装置の前記各
突出部１１０，１１２の幅を考慮して）ように選定される。例えば、この特別な実施態様
において、前記スリーブ２０６の外面の底端縁部は、前記スリーブ２０６の外径を増加さ
せる幾つかの連続湾曲して突出するリブ２１６を具備する。
【００７７】
前記スリーブ２０６の底部の外面に沿って二本の通路又は溝２１０，２１２（図２１～図
２２）を画成する他の二組のリブ２０９，２１１及び２１３，２１５が前記各リブ２１６
を中断する。前記各通路２１０，２１２は、前記スリーブ１０６の内部に設けられた二本
の対応する突出部１１０，１１２に係合するような大きさと位置決めがなされる。前記連
結体１０１の前記二部分１００，２００の少なくとも一方の回転時に、前記各突出部１１
０，１１２は前記各通路１００，２００の入口に配置される。
前記連結体１０１の一方又は両方の前記部分１００，２００に付与された妥当な圧力と連
動する更なる回転で、前記各突出部１１０，１１２は、前記スリーブ２０６が予め設定さ
れた最大距離まで前記スリーブ１０６内に更に位置決めされ且つ前記連結体１０１の前記
二部分１００，２００が前記各通路１００，２００によって確定される所与の位置で固定
されるまで、前記各通路２１０，２１２に沿って更に動かされる。
【００７８】
前記所与の位置で前記盲端部１１３は、前記第２容器２０２の底面を密封する前記栓又は
前記ニコルソンバルブ２９０に向けて押出され、前記第２容器２０２の内部に向けて前記
栓又は前記ニコルソンバルブ２９０を移動させる。この位置において前記各開口部１１７
は前記容器２０２の空洞内に配置されるので、前記第1容器１０２から分配される材料が
前記各開口部１１７通って分配される。
前記連結体１０１の前記の二部分１００，２００が前記所与の位置にある場合、該部分１
００，２００が互い解放される反対方向に簡単に回転することができないのではなく、む
しろ前記各突出部１１０，１１２及び前記各通路２１０，２１２の形状及び大きさが、前
記二部分１００，２００の相互の強固な固定化を目論んでいることが望ましい。
【００７９】
好ましくは、前記スリーブ２０６の底端縁部の外面に設けられる前記各隆起部２０９，２
１１，２１３，２１５,２１６は前記連結体１０１の前記二部分１００，２００の前記各
スリーブ１０６，２０６の締まり嵌めを許容する所与の幅を有して成る。図２２に明示さ
れているように、溝付きバンド２０３が前記スリーブ２０６の上方部分の外部に設けられ
て使用者に良好な把持力を提供する。
【００８０】
図２５～図２７は、種々の連結位置において前記第２容器２０２に取り付けられる前記第
１部分１００及び前記第２部分２００を示す。前記第１部分１００は前記第１容器１０２
上に押し付けられ、前記スリーブ１２２の内面は前記第１容器１０２（図２５～図２７図
示せず）上に設けられた前記頸部カラー２６の外径と締まり嵌めを形成する。前記導管１
１４の下方部分の内径は前記第1容器１０２の前記標準バルブ３００（図１２に示され且
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つ図5バルブ２７と同等）と締まり嵌めを形成するように選定される。
【００８１】
図２５～図２７は、前記連結体１０１によって採用される三つの位置、即ち、貯蔵位置、
連結されるように準備された位置及び分配位置を示す。図２５～図２７において、前記第
2容器２０２の一部分のみが示され、前記第１容器１０２は示されてない。図２５は前記
連結体１０１及び該連結体１０１の前記第２部分２００に取付けられた前記第２容器２０
２を示す。前記部分２００は前記第１部分１００の前記スリーブ１０６の内部に位置決め
されるが、前記固定用突出部１１０，１１２は前記各通路２１０，２１２（図示せず）の
入口に整列されない。
【００８２】
示された位置において、前記導管１１４の前記盲端部１１３は直下に配置され且つ前記第
２容器２０２の底部を密封している前記栓又は前記ニコルソンバルブ２９０に当接する。
タンパーバンド ( tamper band )３０２は、その位置で前記二部分１１０，２００を支え
るために、且つ前記包装体が妨害なしに貯蔵され及び又は移動されるように前記連結体１
０１の前記二部分１１０，２００間に設けられる。これは本発明の実施態様に基づく前記
包装体の貯蔵及び分配モードである。
【００８３】
前記二個の容器１０２，２０２を連結するために、前記タンパーバンド３０２は図２６に
示すように取り除かれねばならない。図２７に示すように、且つ上述したように、前記連
結体１０１の前記二部分１００，２００の少なくとも一方の回転で前記各固定突出部１１
０，１１２は対応する前記各通路２１０，２１２に対向して位置決めされる。
更なる回転と妥当な圧力の付与によって、前記第２容器２０２の底部は前記各通路２１０
，２１２の終端部まで押される。前記連結体１０１における前記第１部分１００の前記棚
部１０８の前記各開口部１２６，１２８は、前記連結体１０１の前記二部分１００，２０
０間の空間に存在する空気を迅速に排出させる。
【００８４】
前記導管１１４は、従って前記栓又は前記ニコルソンバルブ２９０に対して押し付けられ
、それを前記第２容器２０２の内部に向けて移動させて、本発明の包装体の使用準備が整
う。必要に応じて前記第１容器１０２から前記第２容器２０２への前記第１成分の移動は
、前記連結体１０１に対して前記第１容器１０２を単に押圧することによって開始され、
従って前記第１容器１０２の前記標準バルブ３００を作動させ、且つ前記導管１１４及び
前記各開口部１１７を通して前記第２容器２０２への前記第１成分の移動を起こさせる。
【００８５】
望ましくは、前記各開口部１１７は、前記第１成分及び前記第２成分の混合物をもたらす
螺旋運動（例えば、ボルテックス特性を有する）で前記第１成分を前記第２容器２０２の
内部に導入させるような形状、大きさ及び間隔が与えられる。前記第２容器２０２は、そ
の上方端部に使用者が前記二成分の所望する混合物を得ることができる如何なる種類の分
配装置を適宜取り付けられる。
【００８６】
【発明の効果】
以上、記述した本発明の包装体は次の記すような新規な効果を奏するものである。即ち、
本発明の包装体は、第１成分を収容する第１容器と第２成分を収容する第２容器とを有し
て成るので、前記第１成分及び前記第２容器は、前記包装体の展開で前記第１成分が前記
第１容器から前記第２容器へ移動され、且つ前記第１成分及び前記第２成分の混合物が続
いて前記包装体から分配されるような連結することを可能にした。
【００８７】
特に、本発明に基づく包装体は、出口の開放を制御するバルブを有して第１成分を収容す
る第１容器と、開放可能な入口部分を有して第２成分を収容する第２容器と、前記第１成
分を前記入口部分を経由して前記第１容器から前記第２容器へ移動可能にするために、前
記第１容器及び第２容器を連結するための手段とを具備して成るので、前記第１成分及び
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前記第２成分が前記第２容器内で混合されて最終製品を形成し、特に、前記第１容器から
前記第２容器への前記第１成分の通過が前記第１成分を前記第２成分と十分に混合させる
ことを可能にした。
【００８８】
前記連結手段は一部材ユニットとしてプラスチツク材料から成形され、又は、前記スリー
ブが相対的に回転可能な前記第１部分及び前記第２部分から形成され、前記第１部分は前
記導管及び前記第１及び第２スリーブから成り、前記第２部分は前記第２容器の底部に固
定されるか又はその一部分である第３スリーブから成り、更に前記第２及び第３スリーブ
は対応するねじ山を有するので、前記導管が前記開放可能な入口部分を作動させない前記
第１位置から前記導管が前記開放可能な入口部分を作動させる前記第２位置まで前記第２
及び第３スリーブを移動させることが可能になった。
【００８９】
更に、前記連結手段は、前記第２容器内での前記第１成分及び前記第２成分の混合を容易
にするような形状と大きさが与えられ、且つ前記第１成分の適正な分散を助けるために、
前記導管は前記盲端部において終端し、前記盲端部に略隣接して前記導管の側面に多数の
開口部（通常二個～四個）を有するので、前記第１成分を渦流で良好に分配することが可
能になった。
【００９０】
以上のような本発明の包装体によって、前述した従来技術の問題点を解消し、容器の選択
が製品及び使用される推進剤ガスの性質に依存することなく自由に為され、所望する各成
分の各容器間の移動と分配を円滑に行うことが可能になった。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の連結手段の第一実施態様の斜視図である。
【図２】　図１の連結手段の上方平面図である。
【図３】　図２の線Ａ－Ａに沿って切断した連結手段の断面図である。
【図４】　図１～図３の連結手段の下方平面図である。
【図５】　第１容器に取り付けられ、且つ第２容器を受容に備えている図１～図４の連結
手段の断面図である。
【図６】　貯蔵モードにおいて第２容器に取り付けられた図５の包装体を示す断面図であ
る。
【図７】　分配モードにおいて図６の包装体を示す断面図である。
【図８】　第１容器に取り付けられ、且つ第２容器を受容に備えている図１～図７の連結
手段（図５と同等）を示す包装体の斜視図である。
【図９】　完成した装置が貯蔵又は移動される場合、第１容器及び第２容器に取り付けら
れた分配装置の斜視図である。
【図１０】　連結手段が貯蔵モードにおいて二本のエアゾール缶に取り付けられ、且つ二
本のエアゾール缶の内容物を略示する本発明の連結手段の一実施態様の断面図である。
【図１１】　各缶が分配モードにあり、且つ各容器の内容物を略示する図１０の実施態様
の断面図である。
【図１２】　二部分からなる連結体を示す本発明の連結手段の第二実施態様を一部分及び
分解して示す斜視図である。
【図１３】　図１２の連結体の第１部分を示す斜視図である。
【図１４】　図１３の連結体の第１部分を示す上方平面図である。
【図１５】　図１３の連結体の第１部分を示す下方平面図である。
【図１６】　図１４の線Ｘ－Ｘに沿って切断した連結体の第１部分を示す断面図である。
【図１７ａ】　図１４の線Ａ－Ａに沿って部分的に切断した連結体の第１部分の側断面図
である。
【図１７ｂ】　図１７ａの連結体のスナップビーズ１２０を示す拡大詳細図（尺度１：５
）である。
【図１７ｃ】　図１７ａの連結体の突出部を示す拡大詳細図（尺度１：５）である。
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【図１８】　図１４の線Ａ－Ａに沿って切断した連結体の第１部分を示す拡大部分断面図
（尺度２：１）である。
【図１９】　図１２の連結体の第２部分を示す斜視図である。
【図２０】　図１９の連結体の第２部分を示す上方平面図である。
【図２１ａ】　図１９の連結体の第２部分を示す下方平面図である。
【図２１ｂ】　図１９の連結体の通路を示す拡大詳細図（尺度５：１）である。
【図２２】　図１９の連結体の第２部分を示す側面図である。
【図２３ａ】　図２０の線Ｂ－Ｂに沿って切断した連結体の第２部分を示す断面図である
。
【図２３ｂ】　図２３ｂの連結体の隆起部を示す拡大詳細図（尺度２：１）である。
【図２３ｃ】　図２３ｃの連結体の通路２１２を示す拡大詳細図（尺度５：１）である。
【図２４】　第２容器に取り付けられた図１９の連結体の第２部分を示す上方平面図であ
る。
【図２５】　図２４の線Ｘ－Ｘに沿って切断した連結手段を示す断面図であり、そこにお
いて第２容器が連結体の第２部分に取り付けられ、連結された連結体の二部分が貯蔵モー
ドにあってタンパーバンドを有している。
【図２６】　タンパーバンドが除去されている以外は図２５と同様の断面図であり、図２
４の線Ｘ’－Ｘ’に沿って切断した連結手段を示す断面図である。
【図２７】　連結体の二部分が分配モードに位置決めされている以外は図２５と同様の断
面図であり、且つ図２４の線Ａ－Ａに沿って切断した連結手段を示す断面図である。
【符号の説明】
１　　　　包装体
２　　　　連結手段
４　　　　ピストン
６　　　　主スリーブ
８　　　　棚部
１０　　　隆起部
１２　　　りゅ基部
１３　　　盲端部
１４　　　導管
１５　　　肩部
１５ａ　　開口部
１５ｂ　　開口部
１５ｃ　　開口部
１６　　　突起部
１８　　　突起部
２０　　　突起部
２２　　　小径スリーブ
２４　　　第１容器
２５　　　第１成分
２６　　　頚部カラー
２７　　　標準バルブ
２８　　　第２容器
２９　　　第２成分
３０　　　ニコルソンバルブ
３１　　　混合物
３２　　　推進剤
３４　　　バルブ
１００　　第1部分
１０１　　連結体
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１０２　　第1容器
１０３　　溝付きバンド
１０６　　スリーブ
１０８　　棚部
１１０　　突出部
１１２　　突出部
１１３　　盲端部
１１４　　導管
１１７　　開口部
１１９　　リブ
１２０　　スナップビード
１２２　　スリーブ
２００　　第２部分
２０２　　第２容器
２１０　　通路
２１２　　通路
３００　　標準バルブ
３０２　　タンパーバンド

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】
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【図１７ａ】

【図１７ｂ】

【図１７ｃ】

【図１８】

【図１９】

【図２０】

【図２１ａ】
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【図２１ｂ】 【図２２】

【図２３ａ】

【図２３ｂ】

【図２３ｃ】

【図２４】
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【図２７】
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